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執行役員総合企画部長　畑　仁 
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　当社は、2022年9月30日開催の取締役会において、株式会社スカルトの全株式を取得し、子会

社化するため、株主との間で「株式譲渡契約」を締結することを決議いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。なお、本件は適時開示基準には該当しないため、開示事項・内容を

一部省略しております。

１.株式取得の理由

　当社は、1944年10月の設立以来、北陸を地盤とする企業として地域とともに歩み続けてま

いりました。当社の使命は、「電気の安定供給」「安心・安全な設備の提供」の遂行であり、

『まるごとあんしん北陸電工』のスローガンのもと、設備工事業（電気工事、管工事、配電

設備等の電力供給設備に係わる電気工事の請負施工など）を主たる事業として事業活動を行

っております。

　また、株式取得先の株式会社スカルトは、1976年11月の設立以来、福井県有数の総合設備

業者として電気工事をはじめ、土木工事、通信工事、建築工事など幅広く事業展開しており

ます。

　この度、当社は同社を子会社化することにより、当社グループの北陸地域における商圏の

さらなる拡大が見込まれることから、中期経営方針「アクションプラン2023」の達成に大き

く寄与するものと判断し、株式を取得することを決定いたしました。

２.異動する子会社の概要

(1) 名称  株式会社スカルト

会 社 名

代 表 者 名

問 合 せ 先

株式取得（子会社化）に向けた株式譲渡契約締結のお知らせ

記

(2) 所在地  福井県福井市八重巻町13-1

(3) 代表者  代表取締役会長　野坂 健次郎

(4) 事業内容  電気工事業

(5) 資本金  30,000,000円

(6) 設立年月日  1976年11月1日

(7) 大株主及び持株比率  野坂 健次郎　38.9％

(8) 上場会社と当該会社
　　との関係

資本関係  該当事項はありません。

人的関係  該当事項はありません。

取引関係  該当事項はありません。
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当該会社は、連結指標がないため単体指標を記載しております。

３.株式取得の相手先の概要

その他の株式取得の相手先（個人7名）につきましては、非開示とさせていただきま

す。なお、当該相手先について、記載すべき事項（資本関係、人的関係、取引関係、

関連当事者への該当状況）はありません。

４.取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

５.日程

６.今後の見通し

　本件株式取得により、当該会社は2023年3月期（第３四半期）から当社の連結子会社とな

る予定です。なお、2023年3月期の業績への影響は軽微である見込みです。

以　上

純 資 産 564百万円 584百万円 646百万円 

(9) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態(※)

決算期 2019年10月期 2020年10月期 2021年10月期

総 資 産 804百万円 1,025百万円 1,094百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 9,410.83円 9,742.02円 10,767.48円 

売 上 高 998百万円 1,087百万円 1,246百万円 

営 業 利 益 47百万円 15百万円 95百万円 

経 常 利 益 51百万円 27百万円 106百万円 

当 期 純 利 益 30百万円 19百万円 61百万円 

(3) 上場会社と当該個人
　　の関係

 資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況
 について、該当事項はありません。

１株当たり当期純利益 505.01円 331.19円 1,025.46円 

１ 株 当 た り 配 当 金 ― 円 ― 円 ― 円 

(※) 

(1) 氏名  野坂 健次郎

(2) 住所  福井県福井市

(注) 

(1) 異動前の所有株式数
 0株

 （議決権の数： 0個）（議決権所有割合： 0％）

(2) 取得株式数

 60,000株

 （議決権の数：60,000個）

 （発行済株式数に対する割合：100％）

(2) 契約締結日  2022年9月30日

(3) 株式譲渡実行日  2022年10月5日（予定）

(3) 取得価額

 取得価額につきましては、相手先との協議により非開示と
 させていただきます。なお、公平性・妥当性を確保するた
 め、第三者機関による適切な株価算定を実施し、金額の妥
 当性を検証しております。
 また、取得価額は直前連結会計年度の末日における連結純
 資産額及び直前事業年度の末日における純資産額の15％未
 満であり、開示基準には該当しておりません。

(4) 異動後の所有株式数
 60,000株

 （議決権の数：60,000個）（議決権所有割合：100％）

(1) 取締役会決議日  2022年9月30日
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